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研究成果の概要（和文）：　介護予防の方法として開発した連想法を、地域在住の一般高齢者及び通所サービス
利用の高齢者に週1回1年間実施した。
　一般高齢者への連想法は、認知機能の現状維持に関連し、特に開始から3ヶ月後に維持向上がみられた。生活
の満足感、不安やふさぎ込みにおいて改善、現状維持が可能と示唆された。通所サービス利用の高齢者への連想
法は、認知機能の改善と現状維持に関連し、特に開始から3ヶ月後に効果がみられ、1年間の継続により維持向上
の強化がみられた。主観的健康感は6ヶ月後に効果がみられ維持していた。
　連想法は、参加者同士やケアスタッフとの社会的交流の活性化や、参加者の精神状態の向上や安定につながる
ことが示唆された。

研究成果の概要（英文）： The Life Association Method (hereinafter called LAM), which is a method of 
preventing care, was implemented once a week for one year to the elderly people. The LAM was related
 to maintain the current state of cognitive function in the community-dwelling elderly people, 
especially 3 months after the start of the method. It was suggested that the method could improve 
and maintain the current status in terms of life satisfaction, anxiety and depression. The LAM for 
the elderly people using the day care was related to improve their cognitive function and to 
maintain their current status, especially after 3 months from the start, and the maintenance and 
improvement were enhanced after one year of continuation. The subjective health was found to be 
effective and maintained after 6 months.
　It is suggested that the LAM leads to the stimulation of social interaction among participants and
 care staff, and to the improvement and stabilization of participants' mental state. 

研究分野：地域保健看護学、公衆衛生看護学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　超高齢社会が進む中、高齢者の生活を尊重し、高齢者本人のみならず、関係する人々との社会交流も含めた介
護予防の重要性がより一層高まっている。高齢者へ「連想法」を実施し認知機能や心理社会的側面での効果の総
合的な検証や実用化を図ることは有用である。
　本研究の知見をもとに「連想法」を普及することにより、高齢者の認知機能の維持・悪化緩和、生活の活性化
とQOLの向上に貢献できる。さらに、介護予防において随時使用可能かつ簡便な方法による「連想法」を普及す
ることができ、高齢者ケアの技術開発とケアの質向上に役立てることができる。また、我が国のみならず、国際
的にも応用可能な高齢者の新たなケア方法の発展につながる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



  
１．研究開始当初の背景 
介護予防とは、要介護状態になることをできるだけ防止すること、要介護状態の悪化を防止
することの２つの側面をもっている。高齢者に対する介護予防活動として、運動器の機能向上、
栄養改善、口腔機能の向上、認知機能の低下予防等の活動があり、様々なケアが行われている。
また、介護予防を含む高齢者ケアとして、デイケア・デイサービス施設等で、回想法が用いら
れることもある。 
回想法は、1963 年に Robert N. Butler により提唱された 1)。回想法に関しては、これまで
梅本らにより、国内で地域在住の高齢者あるいは認知症高齢者への認知症ケアにおいて実施さ
れ、参加した高齢者には、認知機能、うつ状態の改善及び発言内容の質と的確さについて変化
があった。地域在住の高齢者に行われた回想法について、梅本は回想内容の質の深まり 2）や、
参加メンバーの社会的交流としての意義 3）をあげている。また、野村は認知症高齢者への回想
法では、情動機能の回復、意欲の向上、発語の増加、表情の非言語的表現の豊かさの増加、集
中力の増大、行動障害の軽減、社会交流の促進、支持的・共感的な対人関係の形成、他者への
関心の増大等がみられている 4）としている。 
回想法は、効果的な方法であるが、過去の時間軸を中心とした方法である。大武 5)は、認知
症の予防と回復のための新しいコミュニケーションとして、回想にとどまらない時間軸により
想起を促す高齢者ケアの方法として「共想法」を提案して実践している。しかし「共想法」以
外には、同様の着眼点を持つ研究はほとんどみられていない。 
そこで、研究代表者らは回想法から新たな方法として、過去と現在の双方向の時間軸による
「連想法」に転換し、その効果を地域在住の介護予防が必要な高齢者に実施して検証する必要
性を認識した。 
 
２．研究の目的 
地域在住高齢者に現在と過去の双方向の時間軸による「連想法」の方法を開発して実施し、
介護予防における効果を検証する。 
 
３．研究の方法 
（１）研究 1 九州地方 A自治体での介護予防事業利用者への「連想法」介入研究 
①調査対象：九州地方 A 自治体で実施している「介護予防事業（体操）」に参加し、調査の
同意が得られた 65 歳以上の地域在住高齢者 97人を、介入群 55人と対照群 42人の２群と
した。 
②調査期間：2018 年３月～2019 年２月 （１年間） 
③調査方法：介入群は通常の介護予防事業に加え、ファシリテーターがかかわり週１回「連
想法」を実施し、介入開始前、介入３ヶ月後、６ヶ月後、１年後の計 4回、自記式質問紙
調査を実施した。 

 
（２）研究２ 東北地方の通所リハビリテーション利用者への「連想法」介入研究 
①調査対象：東北地方 B施設の通所リハビリテーションを利用し、調査の同意が得られた要
支援・要介護状態にある 65 歳以上の利用者 37人を、介入群 18人と対照群 19人の２群と
した。 
②調査期間:2019 年６月～2020 年５月（１年間）  
③調査方法:介入群は通常の通所リハビリテーションに加え、ファシリテーターがかかわり
週 1回「連想法」を実施し、介入開始前、介入３ヶ月後、６ヶ月後、１年後の計 4回、聞
き取り調査を実施した。 
研究者およびケアスタッフが参与観察し、実施中の内容を IC レコーダーおよび記録用紙
にて変化を把握した。 

 
④調査内容:研究１・研究２ 
主な内容は基本属性、現在の健康状態（基本チェックリストうつ 5 項目など）、認知機
能の状態（MMSE-J6）7),粟田ら 8）9）10)の自記式認知症チェックリスト）、QOL（EQ-5D-5L11）12),VAS, 
Face Scale）などである。 
研究１では、調査対象者に自記式質問紙調査を実施した。研究２では、調査対象者に聞
き取り質問紙調査を実施した。更に研究２は、参与調査として使用カード、参加者の情動
機能の変化をフェイススケールで段階評価し、表情や態度、発声の状態、連想内容の発展、
社会交流の変化として参加者同士のやりとりを記述した。 
⑤分析方法:各項目について基本統計量、両群間比較は Mann-Whitney 検定、介入前後の郡内
間比較は Friedman 検定、Wilcoxon 符号付順位検定等行い、「連想法」の効果の有無を分析
した。SPSS Ver24 にて有意水準 5％にて実施した。 

  



（３）研究３ 「連想法」に関わるスタッフ調査 
①調査対象:九州地方 A 自治体の介護予防事業、東北地方 B 施設で「連想法」の実施に関わ
りファシリテーターとして指導を受けたボランティアスタッフ、看護職者、介護職者等の
ケアスタッフを対象とした。 
②調査期間:九州地方 A自治体は 2018 年３月～2019 年３月 介入３ヶ月後、６ヶ月後、１年
後の計３回、 東北地方 B施設は 2020 年６月 介入１年後の計１回とした。 
③調査方法：九州地方 A 自治体は半構成的面接法によるインタビュー調査を行った。また、
東北地方 B施設は半構成的面接によるインタビュー調査を予定していたが、対面調査が困
難となり質問紙調査へ変更した。 
④調査内容:「連想法」実施前後の高齢者の様子や変化、「連想法」の改善点や今後の課題等
である。全期を通じて、グループインタビューや自記式質問紙調査の内容は同一のものと
する。 
⑤分析方法:A 自治体では、インタビューガイドを用い、インタビュー調査内容を IC レコー
ダーに録音後逐語録を作成し、B 施設では質問紙調査の自由記述よりそれぞれ内容分析を
行った。 
 
倫理的配慮:研究１～３に対し、調査開始前に本人または代諾者（研究２）へ、調査趣旨、
研究協力の任意性および撤回の自由などについて口頭および文書にて説明し、書面をもっ
て同意を得た。 
本研究は東京医科歯科大学医学部倫理審査委員会の承認を得て実施した（承認番号
M2017-173）。 

 
４．研究成果 
（１）研究１ 九州地方 A自治体における地域住高齢者への「連想法」の介入効果 
①基本属性（表１) 
分析対象者は、初回調査から６ヶ月後調査まで
の３回調査を実施できた 40 人（介入群 26 人、対
照群 14人）とした。 
 

②認知機能（自記式認知症チェックリスト）の変化 
粟田ら 8）9）10)の自記式認知症チェックリストで
は、得点が高いほど認知機能低下により、日常生活に支障をきたす。介入群及び対照群共
に、介入前後の群内間比較で有意な関連はなかった。 
 

③QOL の健康状態（EQ5D5L 効用値、VAS）の変化 
EQ5D5L 効用値では、介入前後の群内比較では、介入群で初回と３ヶ月後において有意に
上昇していた（p=0.033，Friedman 検定）。 
VAS では、介入群及び対照群共に，介入前後の群内間比較で有意な関連はなかった。 
 

④精神面での変化：基本チェックリストでのうつ 5項目  
  初回から６か月後調査まで、介入前後の郡内間比較にて有意な関連はなかった。 
 
⑤各設問での変化 
認知機能、精神状態などに関する設問として、EQ5D より「不安やふさぎ込み」、認知症
チェックリストより、「物忘れがある」、「言葉がすぐにでてこない」、基本チェックリスト
うつ５項目より「ここ２週間の毎日の生活に充実感がない」について変化をみた。設問の
状態が「まったくない」「それ以外」の２区分とした。EQ5D「不安やふさぎ込み」、におけ
る介入前後の区分別回答では、介入群では初回と６ヶ月後で有意な関連があった（p=0.002，
Fisher 正確性検定）。その他の設問は両群間において各調査時に有意な関連はなかった。 

 
地域で介護予防事業に参加する地域在住高齢者では、１年間の「連想法」の実施により、
認知機能やうつや不安などの精神的な面において、明らかな低下はみられず、現状維持への
効果が示唆された。 
 
（２）研究２ 東北地方 B施設の通所リハビリテーション利用高齢者への「連想法」の介入効果 
１年後調査まで実施したが、入院・入所などによる参
加者の減少があり、６ヶ月後調査までを分析対象とした。 
① 基本属性について（表２）    
分析対象者は初回から 6 か月後までの３回調査を
実施した 23 人（介入群 12人、対照群 11人）とした。
その他、通院・治療中の病気があると回答したのは
22 人(95.7%)で、疾患では、心臓病 7人（30.5％）が
最も多かった。  

表1 研究1 基本属性 N=40 
介入群
n=26

対照群
n=14

全体 p

性別 男性 5(19.2%) 3(21.4%) 8 (20.0%) n.s.
女性 21(80.8%) 11(78.6%) 32( 80.0%）

平均年齢（SD)  83.7(6.2) 78.9(9.6) 82.1(7.8) n.s.
p <0.05:性別 Fisher正確性検定,年齢 Mann-Whitney検定

表2  研究2 基本属性 N=23
介入群
n=12

対照群
n=11

全体 p

性別 男性 4(33.3%) 0(0.0%) 4（17.4%）
女性 8(66.7%) 11(100.0%)14（82.6%）

平均年齢（SD） 86.8（8.2） 84.6(8.1） 85.8(8.0) n.s
p <0.05:性別 Fisher正確性検定,年齢 Mann-Whitney検定

n.s



                  
②認知機能の変化（MMSE-J) 
初回から６ヶ月後調査の各調査時期における介入群と対照群の群間比較では差がなか
った。介入前後の郡内間比較では、介入群では、初回と３ヶ月後、初回と６ヶ月後で有意
に上昇していた(p=0.016，p=0.016，Wilcoxon 符号付順位検定)。対照群では各調査時にお
いて有意ではなかった。 
 
③QOL の健康状態（EQ5D5L 効用値、VAS）の変化について 
EQ5D 効用値は、初回から６ヶ月後調査の各調査時期における介入群と対照群の群間比較
では差がなかった。介入前後の群内間比較においても、介入群、対照群ともに各調査時に
おいて有意ではなかった。 
VAS は、初回から６ヶ月後調査の各調査時期における介入群と対照群の群間比較では差
がなかった。介入前後の群内間比較では、介入群で初回と６ヶ月後で有意に上昇していた
(p=0.020，Wilcoxon 符号付順位検定)。対照群では各調査時において有意ではなかった。 
 
④「連想法」実施時の参与調査における変化 
「連想法」は、曜日と時間によって介入群を 4グループに分けて実施した。特に参加者
の変化が大きかった１つのグループの経時的変化では、介入当初は参加者同士が相互に交
流する様子はみられなかったが、６ヶ月後になると、話す順番や時間、相互に相槌をうっ
て会話をすることや相手を気遣うなどの様子がみられるようになった。実施を継続するご
とに参加者の会話が増え、関心の高い話題によっては、高齢者自身の笑顔が多くみられる
ようになった。 

 
（３）研究３ ケアスタッフからみた「連想法」の効果と今後の課題 
   １年後のケアスタッフ調査からみた高齢者の変化として、発話の増加、参加姿勢の変化、
表情の変化、相互交流の変化がみられた。特に研究１においては、後期高齢者への効果が高
く、参加を心待ちにしたり、欠席者の心配をしたりするなど参加者同士の関係性がより深ま
っていた。一方、参加する高齢者と「連想法」の話題が合わない場合は会話が弾まないなど
の限界もあった。 
  「連想法」の介護予防活動での有効な点として、会話を通じ過去から現在の双方向の生活
や体験等を想起し、連想する活動や、他者とのコミュニケーションをとる活動、社会交流の
機会などがあげられた。 
 
（４）考察 
①研究１  
「連想法」の実施は認知機能に関しては６ヶ月間の実施において現状維持に関連してお
り、特に開始時から３ヶ月後の時点においての認知機能の維持向上が見られ、継続するこ
とにより、認知機能の悪化を予防する事が可能であると示唆された。 
不安、ふさぎ込み等の精神状態についても同様であり、開始時から６ヶ月後の時点にお
いての精神状態の向上もみられ、「連想法」の継続により状態が改善していた。 
現在行われている，体操を主とした継続的な介護予防活動に「連想法」を会話促進のツー
ルにすることにより、高齢者とファシリテーターらと社会的交流が活性化し、ひいては参
加者の精神状態の向上や安定につながることが示唆された。 
 
②研究２ 
「連想法」を６ヶ月間継続して実施した結果、認知機能は３ヶ月後より効果がみられ、
継続によって高齢者の認知機能の改善や現状維持に効果があると考えられる。これらより、
通所リハビリテーションで行われている通常の作業療法や理学療法と「連想法」を組み合
わせることで、認知機能の改善や現状維持への効果を更に促すことが可能と考える。 
また、主観的健康感では６ヶ月後に効果がみられていた。これは参加者の実施中の様子
の記録でも３ヶ月頃より６ヶ月頃の方が参加者のやりとりが見られ、相互交流の変化が現
れ始めた頃と一致している。 
 通所サービスを利用する高齢者への「連想法」は、認知機能の向上及び現状維持に効果
がある。また、相互交流の機会を持つことで、参加者の主観的健康感の向上に効果がある
と考える。 
 
③研究 3 
「連想法」を１年間継続して実施してきたファシリテーターからみた高齢者への効果に
ついては、参加者同士、あるいは参加者とファシリテーターとの関係性の向上がみられた。 
具体的には「連想法」の運営に協力し合い、参加を楽しみにしているなどであり、特に後
期高齢者の社会交流の活性化に有効であった。「連想法」を会話促進のツールにすること
により高齢者とファシリテーターらとの社会的交流が活性化し、ひいては参加者の精神状
態の向上や安定に寄与することが示唆された。 
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